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Ⅰ Ⅰ 固定負債

1 有形固定資産 資産見返負債

土地 2,914,935,600 資産見返運営費交付金 318,326,880

建物 2,414,186,066 資産見返補助金等 116,794,025

減価償却累計額 △ 847,001,113 1,567,184,953 資産見返寄附金 30,724,825

機械装置 343,817,471 資産見返物品受贈額 77,027,298 542,873,028

減価償却累計額 △ 248,823,939 94,993,532

工具器具備品 822,586,915

減価償却累計額 △ 612,154,090 210,432,825

図書 80,035,643 80,035,643 固定負債合計 542,873,028

建設仮勘定 0

Ⅱ 流動負債

有形固定資産合計 4,867,582,553

預り科研費等 6,180,299

2 無形固定資産 リース債務 6,496,644

電話加入権 25,000 未払金 67,374,299

ソフトウェア 1,729,398 未払費用 55,951,394

前受金 4,353,600

無形固定資産合計 1,754,398 預り金 2,980,200

前受受託研究費 112,501

3 投資その他の資産 　

長期前払費用 2,475 流動負債合計 143,448,937

差入保証金 30,000

投資その他の資産合計 32,475

686,321,965

固定資産合計 4,869,369,426

Ⅰ

Ⅱ 流動資産 地方公共団体出資金 4,853,124,600

現金及び預金 457,713,390

前払費用 1,032,545 資本金合計 4,853,124,600

未収入金 23,296,113 Ⅱ 資本剰余金

未収消費税 9,438,045 資本剰余金 311,322,387

損益外減価償却累計額 △ 759,410,627

流動資産合計 491,480,093

資本剰余金合計 △ 448,088,240

Ⅲ 利益剰余金

目的積立金 46,833,042

積立金 55,193,080

当期未処分利益 167,465,072

（うち当期総利益） (167,465,072)

269,491,194

 

4,674,527,554

5,360,849,519 5,360,849,519

 

資本金

貸　借　対　照　表
（平成２９年３月３１日現在）

（単位：円）

資産の部 負債及び純資産の部

科目 科目

（資産の部） （負債の部）

固定資産

負債合計

（純資産の部）

純資産合計

資産合計 負債純資産合計

利益剰余金合計
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経常費用
業務費

試験研究費 101,998,636
受託研究費 31,936,506  

補助金事業費 9,403,036
寄付金事業費 5,654,757
業務部門人件費 803,655,081
減価償却費 66,737,766 1,019,385,782

 
一般管理費

管理運営費 113,998,940
役員人件費 26,874,408  
管理部門人件費 113,427,256
減価償却費 23,858,148 278,158,752

 経常費用合計 1,297,544,534

経常収益
運営費交付金収益 1,125,572,972 　
使用料収益 　

装置使用料 7,764,850
施設使用料 4,981,389
研究員使用料 7,878,700 20,624,939

手数料収益
試験分析手数料 52,521,220
職員派遣手数料 2,505,550 　
受託研究手数料 125,744,400
その他手数料 1,948,250 182,719,420

受託研究等収益
国又は地方公共団体からの受託 27,261,285
その他の団体からの受託 26,998,327 54,259,612 　

補助金等収益
国又は地方公共団体からの受託 2,181,414
その他の団体からの受託 11,053,411 13,234,825 　

寄附金収益 1,310,000
その他の収益

科研費間接経費収入 7,491,000 　
知的財産実施料等収益 5,997,124 　
固定資産貸付料収益 1,932,648 　
雑収益 2,348,557
物品受贈益 4,404,757 22,174,086

資産見返負債戻入
資産見返運営費交付金戻入 20,641,524
資産見返補助金等戻入 15,650,981
資産見返寄附金戻入 5,890,985 42,183,490

経常収益合計  1,462,079,344

経常利益  164,534,810

臨時損失
固定資産除却損 13,673,507 13,673,507

臨時利益
資産見返寄附金戻入 13,673,507
運営費交付金収益 227,000 13,900,507

当期純利益 164,761,810

目的積立金取崩額 2,703,262

当期総利益 167,465,072

損　益　計　算　書
（平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日）

（単位：円）
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Ⅰ

△ 128,801,583

△ 1,019,530,064

△ 128,143,114

1,206,490,000

使用料収入 20,802,419

188,733,437

45,170,792

寄附金収入 60,000

補助金等収入 65,529,595

預り科研費補助金等受払 △ 1,464,062

16,541,097

小計 265,388,517

業務活動によるキャッシュ・フロー 265,388,517

　

Ⅱ

△ 211,881,119

△ 1,330,297

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 213,211,416

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △ 8,637,624

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 8,637,624

Ⅳ 資金増加額 43,539,477

Ⅴ 414,173,913

Ⅵ 457,713,390資金期末残高

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

無形固定資産の取得による支出

資金期首残高

その他収入

キャッシュ・フロー計算書　　　
（平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日）

（単位：円）

業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出

人件費支出

その他の業務支出

運営費交付金収入

手数料収入

受託研究等収入
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Ⅰ 当期未処分利益 167,465,072

当期総利益

Ⅱ 積立金振替額 46,833,042

目的積立金

Ⅲ 利益処分額
積立金 214,298,114

167,465,072

利益の処分に関する書類（案）
平成29年3月31日

（単位：円）

科目 金額

46,833,042

214,298,114
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Ⅰ 業務費用

（１）損益計算書上の費用

業務費 1,019,385,782

一般管理費 278,158,752

臨時損失 13,673,507 1,311,218,041

（２）（控除）自己収入等

使用料収益 △ 20,624,939

手数料収益 △ 182,719,420

受託研究等収益 △ 54,259,612

寄附金収益 △ 1,310,000

資産見返寄附金戻入 △ 5,890,985

知的財産実施料等収益 △ 5,997,124

固定資産貸付料収益 △ 1,932,648

その他雑収益 △ 6,753,314

臨時利益 △ 13,673,507 △ 293,161,549

業務費用合計 1,018,056,492

Ⅱ 損益外減価償却相当額 85,541,982

Ⅲ 引当外賞与増加見積額 3,439,611

Ⅳ 引当外退職給付増加見積額 △ 30,454,163

Ⅴ 機会費用

地方公共団体出資の機会費用 2,688,715 2,688,715

Ⅵ 行政サービス実施コスト 1,079,272,638

行政サービス実施コスト計算書
（平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日）

（単位：円）
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注 記 事 項 

 

Ⅰ 重要な会計方針 

 １ 運営費交付金収益の計上基準 

   原則として、期間進行基準を採用しております。 

なお、共同研究コーディネート事業については、業務達成基準を採用しております。 

また、施設改修費については費用進行基準を採用しております。 

 

 ２ 減価償却の会計処理方法 

 （１）有形固定資産 

    定額法を採用しております。 

耐用年数は、過去の資産の利用状況等を調査し、その結果に基づいて当該年数を 

設定しております。 

     建物      ２年～３０年 

     機械装置    １年～１７年 

     工具器具備品  １年～１２年 

    なお、受託研究収入により購入した償却資産については、当該受託研究契約期間 

を耐用年数としております。 

    また、特定の償却資産（地方独立行政法人会計基準第８５）の減価償却相当額に 

ついては、損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しておりま 

す。 

 

 （２）無形固定資産 

    定額法を採用しております。 

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５ 

年）に基づいております。 

また、受託研究収入により購入した償却資産については、当該受託研究契約期間 

を耐用年数としております。 

 

 ３ 賞与引当金及び見積額の計上基準 

   賞与については、運営費交付金により財源措置がなされるため、賞与引当金を計上 

しておりません。なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与増加見 

積額は、地方独立行政法人会計基準第８６に基づき計算された当事業年度末の引当 

外賞与見積額から前事業年度末の同見積額を控除した額を計上しております。 
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 ４ 退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

   退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付引 

当金を計上しておりません。なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外 

退職給付増加見積額は、地方独立行政法人会計基準第８７に基づき計算された退職 

一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しております。 

 

 ５ 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

   地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率 

    １０年利付国債の平成２９年３月末利回りを参考に 0.065％で計算しております。 

 

 

 ６ リース取引の会計処理 

   ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処 

理を行っております。 

 

 ７ 消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっております。 

 

Ⅱ 貸借対照表関係 

 １ 運営費交付金から充当されるべき賞与の見積額          58,153,108 円 

 

 ２ 運営費交付金から充当されるべき退職給付の見積額       779,078,949 円 

（大阪市からの派遣職員に対する退職給付の見積金額は上記金額から除外しており

ます。） 

 

Ⅲ キャッシュ・フロー計算書関係 

 １ 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 

    現金及び預金   457,713,390 円 

    資金期末残高   457,713,390 円 

 

 ２ 重要な非資金取引 

    該当ありません。 
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Ⅳ 行政サービス実施コスト計算書関係 

１ 引当外退職給付増加見積額のうち大阪市からの派遣職員分  △8,594,282 円 

 

２ 機会費用の内訳 

設立団体に係る額  2,688,715 円 

 

Ⅴ 金融商品関係 

 １ 金融商品の状況に関する事項 

   当法人は、資金運用については短期的な預金並びに国債、地方債等に限定しており

ます。 

未収債権等に係る顧客の信用リスクは、業務手続及び手数料等に関する規程等に沿

ってリスク低減を図っております。 

  

２ 金融商品の時価に関する事項  

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、以下のと

おりです。 

                                   （単位：円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

（１）現金及び預金 

（２）未収入金 

（３）未払金 

（４）未払費用 

457,713,390 

23,296,113 

(67,374,299) 

(55,951,394) 

457,713,390 

23,296,113 

 (67,374,299) 

 (55,951,394) 

－ 

－ 

－ 

－ 

  （注１）負債に計上されているものは、（ ）で示しております。 

  （注２）金融商品の時価の算定方法 

      これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、 

当該帳簿価額によっております。 

     

Ⅵ 重要な債務負担行為 

該当する事項はありません。 

 

Ⅶ 重要な後発事象 

地方独立行政法人大阪府立産業技術総合研究所との合併 

 平成 29 年 1 月 10 日に、地方独立行政法人大阪府立産業技術総合研究所との合併に

ついて、地方独立行政法人法第 112 条第 1 項各号に掲げる事項が定められました。そ

の後、平成 29 年 3 月 29 日付で同法 112 条第 1 項の総務大臣の認可を受け、平成 29



9 

 

年 4 月 1 日付で地方独立行政法人大阪府立産業技術総合研究所と合併いたしました。 

 なお、上記の合併により、地方独立行政法人大阪市立工業研究所は解散し、有する

一切の権利及び義務は、その時において地方独立行政法人大阪産業技術研究所が承継

しています。 

 合併の概要（設立関係の継続による合併） 

① 消滅法人の名称及び事業の内容 

消滅法人の名称 地方独立行政法人大阪府立産業技術総合研究所 

        地方独立行政法人大阪市立工業研究所 

事業の内容 産業技術に係る試験、研究、普及、相談その他支援 

② 消滅法人の設立団体の名称 大阪府および大阪市 

③ 合併を行った主な理由 

 事業統合により、研究支援業務の充実、経営の効率化を図るため。 

④ 法人合併日 平成 29 年 4 月 1 日 

⑤ 合併の法的形式  

 地方独立行政法人法第 112 条に基づく新設合併 

⑥ 合併後法人の名称 地方独立行政法人大阪産業技術研究所 

⑦ 合併後法人の設立団体の名称 大阪府および大阪市 

 



 

 

 

 

附 属 明 細 書 



 1
0
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（１）積立金の明細

（２）積立金及び目的積立金の取崩しの明細

（１）運営費交付金債務

（２）運営費交付金収益

摘　　　要

平成28年4月1日～平成29年3月31日　　（単位：円）

平成28年4月1日～平成29年3月31日　　（単位：円）

当該積立金の使途目的に沿った資産購入による目的積立金

14,146,022

当期振替額

臨時利益

目的積立金取崩額 目的積立金

45,676,118         114,884,046       58,534,042        102,026,122          

前中期目標期間繰越積立金

金　　　額

運営費
交付金収益

建設仮勘定見返
運営費交付金

当該積立金の使途目的に沿った資産購入による

41,684,758

合　　　　　　　　計

４　運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

（注記事項）

（注１）当期増加額は、平成27年度の利益処分に伴って計上したものであります。
（注２）当期増加額は、平成27年度の利益処分に伴って計上したものであります。
　　　　当期減少額は、業務の財源として当該積立金の使途に沿った資産購入及び費用発生に充てたことによるものです。
（注３）当期減少額は、業務の財源として当該積立金の使途に沿った資産購入に充てたことによるものです。

区　　　　　　　　　　分

55,193,080           

14,146,022         -                 14,146,022        -                    （注３）

31,428,705         （注１）

101,391            

-                 

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　　要

91,119,671        44,388,020        46,833,042           （注２）

23,764,375        

△ 673,868,645 △ 85,541,982 -                 △ 759,410,627

△ 418,377,038 △ 85,541,982 -                 △ 448,088,240

-                 311,322,387

255,491,607 -                 -                 311,322,387

合　　　　　　　　計

4,853,124,600 -                 -                 4,853,124,600

4,853,124,600 -                 -                 4,853,124,600

平成28年4月1日～平成29年3月31日　　（単位：円）

58,534,042

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　　要

255,491,607 55,830,780        

計

業　務　等　区　分

目的積立金

交付年度

平成28年度

損益外減価償却累計額

３　積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細

平成27年度 -            

合　　　　　　　　計

費用進行基準

業務達成基準

２　資本金及び資本剰余金の明細

区　　　　　　　　　　分

資本金
計

期間進行基準

地方公共団体出資金

その他

平成28年4月1日～平成29年3月31日　　（単位：円）

積　立　金

80,690,028   

137,464,108  

目的積立金

区　　　　　　　　　　分

-                           -

平成28年4月1日～平成29年3月31日　　（単位：円）

差引計

-            

56,774,080   

交付金
当期交付額

-             

1,206,490,000 

1,206,490,000 

期首
残高

資本剰余金

前中期目標期間繰越積立金

            -

            -

            -

1,125,572,972 

1,125,572,972 

資産見返
運営費交付金

56,774,080   56,774,080   

会計基準第79第3項による振替額

            -

            -合計

期末残高

-                 

-                 

-                 

小計

56,774,080      

182,972                                            

28,290,000

2,703,262 当該積立金の使途目的に沿った費用発生による

227,000      

227,000      

（注）中期目標期間の最終事業年度における精算のための収益化による運営費交付金収益は、損益計算書において臨時利益として表示しております。

1,206,490,000   

1,263,264,080   

資本剰余金

28,290,000

227,000 227,000

1,125,799,972 1,125,799,972

平成28年度交付分 合　　　　　計

1,097,100,000 1,097,100,000

182,972                                          
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平成28年4月1日～平成29年3月31日　　（単位：円、人）

（注1） 役員に対する報酬等の基準及び職員に対する給与及び退職手当の支給基準の概要

地方独立行政法人大阪市立工業研究所役員報酬規程、役員退職手当規程、職員給与規程、

期末手当及び勤勉手当に関する規程,職員退職手当規程に基づき支給しております。

（注2） 支給人員は、年間平均支給人員を記載しております。

（注3） 本表には人材派遣に係る人件費は含まれておりません。

（注4） 本表の支給額合計には、法定福利費は含まれておりません。

   　 現金及び預金の明細

平成29年3月31日現在　（単位：円）

報酬又は給与

６　役員及び職員の給与の明細

退職給付

支給額 支給人員 支給額 支給人員

非常勤 182,800 1 0 0

1

区分

計

役員

27,081,008 3 27,051,190

27,263,808 4 27,051,190

常勤

1

0 0

696,160,871

1

職員

常勤

非常勤

計 696,160,871

93

2

非常勤

2計

23,562,670

93 23,562,670

1

0

合計 457,713,390

普通預金 457,383,347

0

97 50,613,860

182,800 1

５　補助金等の明細

-           

-           

28,807,200  

32,176,800  

合計

常勤 723,241,879 96 50,613,860

期末残高

-           

摘要

現金 330,043

区分

0

補助金等収益

2,181,414 

4,285,289 

6,768,122 

残高

７　上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細

0

723,424,679

摘要

2,181,414   

6,974,489   

7,448,552   

28,807,200  

-           

-           

資産見返
補助金等

-           

2,689,200   

680,400     

平成28年4月1日～平成29年3月31日　　（単位：円）

45,411,655  

当期振替額
当期交付額

- 

13,234,825  

区　　　　　　　　分

戦略的基盤技術高度化支援事業

中小企業経営支援等対策費補助金
（戦略的基盤技術高度化支援事業）

中小企業経営支援等対策費補助金
（戦略的基盤技術高度化支援事業）

自転車等機械工業振興事業に関する補助金

合　　　　　　　　計
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